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１．はじめに 

 西合志町は，人口 27,455 人（H13）の熊本市北部に隣

接する町で，H2 対人口増加率が 1.5 以上の地域もあり，

熊本市のベットタウン化が進んでいる．住民の熊本市中

心部への移動手段は自動車が中心であり，町の背骨部に

熊本電鉄（以下，熊電と記す）の本線があるものの，サ

ービス水準が低いこともあって，有効に利用されている

とは言えない．一方で，熊電沿線を通過する国道 387 号

線が合流する熊本都市圏北部から熊本市中心部への主要

な幹線道路である国道３号線では，自動車交通の集中に

伴う混雑が著しい． 

 本論では，昭和 21 年以降の赤字経営のために廃止の計

画を表明している熊電を主とした西合志町の公共交通機

関の利用促進を目的として試行した TFP の手順とその効

果を示す． 

２．ＴＦＰ調査の概要 

 調査の全体フローを図－１に示す．本研究では，①事実情

報提供法に基づく路線の情報提供，②行動プラン法に基づく行

動プランの作成依頼，③一時的構造変化方略に基づく無料乗車

券の配布，④排出 CO2量とカロリー消費量をカウンセリン

グする FB 法の 4 つの TFP 技術を適用した．調査は事前

調査から始めて，各技術の効果を評価するために事後ア

ンケート調査１と２を各段階で実施した． 

事前調査：平成 17 年 8 月中旬に，西合志町の約 9300 世

帯に町役場を介して，事前アンケート「西合志町の代々

井公共交通のあり方を考える調査」を全戸に配布した．

この調査では，自動車利用に対する意識と自動車と公共

交通機関の利用状況によって被験者を分類するためのデ

ータを収集することを目的としている． 

WAVE-1：9月下旬には，継続調査協力依頼に承諾を得た

917 世帯のうち，熊電を利用可能な構成員のいる世帯に

対して，熊電の経営状況と自動車を利用した場合と公共

交通を利用した場合の CO2排出量やカロリー消費量の比

較などを記載した小冊子 b)「『西合志町のより良い交通

のあり方』を考えるプログラム」，事前アンケートで回

答されている自動車による交通の代替として利用可能な

公共交通機関の路線・経路，およびその時刻表と料金の

a)個別情報提供シートを同封した．さらに，これらの情

報を参考にして，現在，自動車で行っている通勤･通学や

買い物･習い事目的の交通を公共交通機関に変更する際の

利用可能な路線・経路，乗換駅や乗換時間，出発・到着

時刻などを自ら計画する c)「行動プラン票」の作成を要

請した． 

WAVE-2：10 月下旬には，行動プラン票の返信者に TFP

の効果を把握するためのアンケート調査 1 を実施した．

その際，この被験者の一部に d)5 往復分の無料乗車券を

配布した． 

WAVE-3：12月上旬には，WAVE-2アンケート調査 1の

返信者に e)公共交通機関への転換により起きる CO2排出

量とカロリー消費量の変化量のフィードバックを行った．

同時に，TFP の効果を把握するためのアンケート調査 2

を実施した．  

３．被験者の分類と調査票の回答 

自動車利用に対する被験者の意識レベルや適用技術ごと

の TFP の効果を確認するため，図－２のように世帯と被

験者の分類を行った．まず，事前アンケート調査の回答

者のうち，継続調査への協力に承諾した世帯に自動車利

用抑制意図を持つ構成員がいる世帯群 B だけを対象世帯

とし，普段の交通手段に熊電を利用できない世帯は非接

触群 A とした．次に，世帯に公共交通を利用する構成員

がいる世帯群 Dといない群 Cに分類する．WAVE-1では，

C と D の群の内，熊電を利用可能な交通を行っている構

成員だけを a)，b)，c)を試みる接触群 F と G とした．し

たがって，WAVE-1 にはこれらの TFP 技術の効果を比較

する非接触群はいない．WAVE-2 では動プラン票の返信

者を d)の無料乗車券を配布する群 F1，G1と配布しない群

F2，G2 に分類した．WAVE-3 では事後アンケート１の 図－１ TFP調査フロー 
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全ての回答者に e) CO2排出量とカロリー消費量の変化量

情報をフィードバックしている． 

 各 WAVE でのアンケート調査票の配布／回収率を表－

１に示す．回収率は比較的高くなっており，住民の本プ

ログラムに対する関心の高さをうかがうことができる． 
４．ＦＴＰによる熊電の利用促進効果 

（１）各WAVEでの回答の分析 

WAVE-1で提供した個別事実情報を参照して，75.3％の

世帯が「公共交通に転換できる」，または「できるかも

しれない」と回答した．転換の目標値では，全く転換し

ないと回答した世帯が 22.7％ある一方で，現在の自動車

利用を半分にしてもよいとした世帯が 19.1％もある．公

共交通機関への転換目標値の平均は 29.1％であった． 

WAVE-2 では，公共交通機関への転換目標値に対して，

実際に自動車から公共交通機関に転換した％を聞いてい

る．その結果，実際に転換した人は 49.5％であり，実際

の転換比率の平均値は 13.8％であった．また，行動プラ

ンに従って熊電を利用するとした人は，通勤・通学で

63.2%，買い物・習い事で 70.3%もの人が「非常に便利と

思った」や「便利と思った」と回答しており，実際に熊

電を利用してみて初めて，その利便性が確認されている．  

WAVE-3 では，1 ヶ月間の CO2排出量とカロリー消費量

の変化量を個人ごとにフィードバックしている．これを

見て 70％以上の世帯が「非常に興味深かった」や「興味

深かった」と回答しており，81.7％の世帯がより｢健康｣や

｢環境｣に良いライフスタイルにしたいと回答した．また，

さらに自動車から公共交通機関に，さらに転換してもよ

いと回答した世帯が 60.5％もあり，転換率の平均は

12.0％である．この目標が達成された場合の最終的な転換

率の平均は 19.3％となる． 

（２）各種ＦＴＰ技術による公共交通機関の利用促進効果 

 各種の TFP 技術による自動車から公共交通機関への転

換促進効果を検証するため，事前調査から WAVE-3 まで

の調査に継続的に参加した 131 世帯の最終的な転換率を

従属変数とし，世帯に公共交通機関を利用している構成

員がいるか否か，無料乗車券配布の有無を要因とした 2

元配置分散分析を行った．結果を表－２に示す．前者の

要因の差による転換率の差は有意であり，普段，公共交

通機関を利用している構成員がいる世帯ほど公共交通機

関への転換率が大きく，TFP による効果が高い．しかし，

無料乗車券の配布の有無による統計的な差は見出せなか

った．また，両者の交互作用もあるとはいえなかった．  

（３）ＴＦＰによる環境改善効果 

TFP による 1 ヶ月間の世帯あたりの自動車の走行距離，

および CO2排出量の変化量は表－３のとおりである．両

者の減少率は全体では 1 世帯あたり 3.2％，TFP 群では

14.2％となり，大きな削減効果を得ることが期待できる． 

５．おわりに 

西合志町における公共交通機関の利用促進を目的とし

て試行したTFPの手順とその効果を示した． 
 
参考文献：藤井聡 他：モビリティ・マネジメントの手引き，土

木学会，2005 

表－１ 配布回収状況 (単位：世帯) 
WAVE-1 WAVE-2 WAVE-3 

 
配布 回収 回収率 配布 回収 回収率 配布 回収 回収率

F 122 71 58.2% 71 56 78.9% 41 31 75.6%

G 284 183 64.4% 183 144 78.7% 121 97 80.2%
合計 402 254 63.2% 254 200 78.7% 162 128 79.0%

表－２ 各種ＦＴＰ技術による転換率の分散分析結果 
   転換率の平均値 

TFP＋無料乗車券有り F1 14.1 公共交通機関
利用者有り TFP＋無料乗車券なし F2 10.7 

TFP＋無料乗車券有り G1 26.7 公共交通機関
利用者なし TFP＋無料乗車券なし G2 18.8 

    

表－３ TFPによる走行距離，CO2排出量の変化 
  全サンプル TFP群 

事前 659.6 846.8 
走行距離 (km) 

TFP後 680.6 932.4 
事前 105.5 130.7 CO2排出量 (kg) 
TFP後 3.4 18.5 

減少率 (%) 3.2 14.2 

 

図－２ 被験者の分類と各段階でのコミュニケーション 

→事前アンケート調査回収 

←個別情報の提供 
←パンフレットの配布 
←行動プラン票の作成依頼 

←事後アンケート調査１送付 
←無料乗車券の配布 

→事後アンケート調査１の回収

→事後アンケート調査２の回収

←事後アンケート調査２送付 
←CO2，カロリーの FB 

C（296） 
世帯に公共交通利用者なし 

D（607） 
世帯に公共交通利用者あり 

B（903） 
自動車利抑制意図あり 

A（14）非接触群 
自動車利抑制意図なし 

F1（31） 
返信 

F2（25） 
返信 

G1（46） 
返信 

G2（98） 
返信 

E（174） 
非接触群 

H（323） 
非接触群 

F（122） 
接触群 

G（284） 
接触群 

WAVE-

回収総数（1,388） 
継続調査協力者（917） 

配布総数（約 9,300） 
事前調査 

F1（31） 
無料券配布 

F2（40） 
無料券なし 

G1（50） 
無料券配布 

G2（133） 
無料券なし 

WAVE-2 

F1（17） 
返信 

F2（15） 
返信 

G1（34） 
返信 

G2（65） 
返信 

F1（20） 
配布 

F2（21） 
配布 

G1（38） 
配布 

G2（83） 
配布 

WAVE-3 

（ ）内はサンプル世帯数を表す 

WAVE-1 
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